様式第３号（第７条関係）
　　年　　月　　日

公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事理事長　様
所在地　　　　　
企業名　　　　　
代表者職・氏名　
しまね地域DX拠点・サイバーセキュリティ対策専門家派遣申請書
　しまね地域DX拠点・サイバーセキュリティ対策専門家派遣事業実施要領第７条の規定に基づき下記１から４の書類を添えて専門家の派遣を申請します。
　なお、当社は当該専門家派遣を受ける者として下記５に定める不適当な者のいずれにも該当しません。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
	事業名
※30字程度
	


３．県が課税する全税目に滞納の徴収金がないことを証明する納税証明書
	４．会社の概要が分かる書類（パンフレット等）
５．専門家派遣を受ける者として不適当な者
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき


（別紙）
しまね地域DX拠点・サイバーセキュリティ対策専門家派遣事業確認書
	企業名
	

	代表者氏名
	
	資本金
	円

	業　種
	
	従業員
	名

	連絡先
	TEL　（　　　　　）　　　　　　　　　　/FAX　（　　　　　　）

	
	担当者
	氏　名
	

	
	
	所属課
	
	役職
	

	
	
	E-mail
	


①サイバーセキュリティ対策における課題認識について
	


②専門家派遣に期待する支援内容について
	


③実施体制（本プロジェクトの管理者、部署等をご記入下さい）
	


※☑をお願いします。
□支援開始までに、2019年7月に経済産業省が公開したDX推進指標の自己診断（※１）を実施し、結果を独立行政法人情報処理推進機構（IPA）に提出すること。
　※１…DX推進指標　自己診断結果入力サイトhttps://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html
